





































































（2） 我妻栄『物権法　民法講義Ⅱ』（有斐閣，2006 年）272 頁。
（3） 我妻，前掲注，282 頁以下。




千葉商大紀要　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）
二，相隣関係見直しの議論（民法・不動産登記法部会資料 7をもとに（6））







































































（8） 朝日新聞，https://digital.asahi.com/articles/ASM9N3TFVM9NUTIL010.html（2019 年 9 月閲覧）。
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られる。例えば，緑化など環境への配慮から枝の切除が制限される場合，自然保護法，土













































































（18）新潟地判昭和 39 年 12 月 22 日，下民集 15 巻 12 号 3027 頁。
（19）OLGKöln,Urteilvom22.05.1996-11U6/96,NJW-RR,1997,S.656.
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分では自力救済権の行使にあたっては，BGB 第 910 条所定の要件に加えて，多数決の原




















　BGB 第 910 条は越境した枝や根の切除ならびに先占の権限を，侵害を受けている被侵


















　自力救済権は BGB 第 194 条の意義で時効の対象となる請求権に当たらない。そして
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他の請求権との調整がその存在目的である。では，実際にどのような調整を図っているの
であろうか。
① BGB 第 1004 条に基づく妨害排除請求権





純に法的保護が競合している」と決定した（35）。被侵害地所有者は，BGB 第 910 条による
自力救済も BGB 第 1004 条による妨害排除請求もどちらも選択可能であり，その際には
自らにとって主張しやすい手段を選択できるという扱いを認めている。除去請求権は確か













者が負う。しかしながら，BGB 第 910 条所定の要件に該当しないような，または妥当で
はない切除を行った場合，植物の所有権を侵害したことを理由に BGB 第 823 条に基づく
不法行為損害賠償請求権が認められる（39）。被侵害地所有者による違法な切除は認められ
ない。枝と根の越境と，客観的な意味での侵害に当たらないならば，勝手な枝や根の切除

















の立法者は EGBGB124 款第 2 文に基づいて認められている規定管轄権を保有する。それ
によると，植物相互の最低限の間隔についての規定も存在している。州法上の諸規定が各




































































































































































































































BGB 第 906 条の姿を観察する。
　ドイツにおいては BGB 第 906 条において，ある土地の利用が他の土地に影響を及ぼす






















































は，BGB 第 906 条第 2 項第 2 文の準用事例での扱いを観察して参考にしたい。ドイツに
おいても非本質的な作用については基本的に忍容され，本質的作用について，原則は
BGB 第 1004 条の妨害排除請求の対象となるが，BGB 第 906 条第 1 項により例外的に受


























な作用を BGB 第 1004 条所定の妨害排除請求の対象から意図的に外したのではないか，






























































































































（76）最判平成 18 年 3 月 30 日，民集第 60 巻 3 号 948 頁。
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 （2020.1.20 受稿，2020.3.17 受理）
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〔抄　録〕
　近時，所有者不明土地問題が大きく取り上げられ，人々の関心を集めている。これはい
わゆる「負動産問題」の議論と合わせて，我が国の財産法体系に大きな影響を及ぼしてい
る。所有者不明土地とは，不動産登記簿により所有者が直ちに判明せず，または判明して
も連絡がつかない土地をいう。多くの場合に相続時の登記がなされていないことなどを理
由に発生している。この所有者不明土地は多くの問題を引き起こす。
　今回、本論稿においては、所有者不明土地問題に対応するべく議論が進められている相
隣関係の規定改正に関する議論を観察する。相隣関係は隣接する土地所有者間の利害衝突
を回避して調整する役割を持った規定を擁している。これらの規定は隣地所有者が明確で
あるという前提の下で設計・運営されている。隣接地が所有者不明土地だとすると、多く
の点で例外的な扱いが必要となる。今までは利用関係において衝突が生じ，それを調整す
る役割を担っていた民法の相隣関係の諸規定は，片や利用を欲する側と，片や利用されず
に放置される側の相対立する当事者の利害を調整する必要が生まれている。
　相隣地の所有権者が不明であり，その管理方法に問題がある場合にどのように解決すれ
ば良いか。現行の民法の相隣関係の規定は様々な欠缺が指摘される。その中でも本論稿で
は管理が適切になされていない土地に対する問題を扱う。第一に扱うのは越境した枝や根
の扱いに関する規定である。所有者による土地の管理が適切に行われず，竹木の枝や根が
張り出している場合，現行規定民法第 233 条によると，根は侵害されている土地の所有者
が自ら切除できるが，枝に関しては竹木所有者＝隣地所有者＝侵害地所有者に切除を求め
るにとどまり，被侵害土地所有者が自らこれを切除できない。この規定の合理性と所有者
が不明である場合にどのような扱いが必要であるか、ドイツ法を参考に考察する。
　次に、いわゆる管理不全土地問題について論じる。管理されずに放置されている土地か
ら生ずる一定の事由により，近傍の土地所有者に損害が生じ，又は生ずるおそれがあると
きは，近傍の土地所有者は，管理不全土地の所有者に対し，これらの状態の除去のための
措置を請求できるものとすべきではないか，という議論が提起されている。上記の一定の
事由の設定に関しては，例えば，崖崩れ，土砂や汚液の流出，悪臭の発生，鳥獣・害虫の
発生，美観の悪化などが想定される。このような隣地からの侵害行為を妨害排除請求の対
象とすることができるか、ドイツ法におけるイミッシオーン制度と比較検証する。ドイツ
法は我が国の議論よりこういった物権法の諸制度で優れている点が多い。それらを参考に
しつつ、所有者不明土地問題とそれに対応する相隣関係規定の姿を考察することが本論稿
の目的である。
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太田昌志：所有者不明土地問題と相隣関係について（管理不全土地への対応）
